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人口動態の変化 
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出生数及び合計特殊出生率の推移 

出生数は、昭和24年の269万6638人をピークに昭和50年以降は減少と増加を繰り返しながら減少傾向が 
続いており、平成23年から４年連続で減少。 
合計特殊出生率は、平成18年から上昇傾向が続いていたが、平成26年は低下。 

（出典）「平成26年人口動態統計月報年計（概数）の概況」（厚生労働省） 

改革室作成 



人口の推移と将来人口 

（資料）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2060年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。 
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。 
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15～64歳（生産年齢人口） 

0～14歳（年少人口） 

国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、2030年には年少人口が1,204万人、 
生産年齢人口が6,773万人まで減少。我が国の総人口の３割が65歳以上となる。 

（千人） 

1,204万人 
10.3％ 

6,773万人 
58.1％ 

3,685万人 
31.6％ 
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２０１１年 

（％） 

２０３０年 

OECDの予測では、2030年には日本の生産年齢人口が57.3％にまで減少し、OECD加盟国中最下位になる。 

（資料）「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD） 
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約半数の夫婦が、理想の子供数が３人以上と回答している。（理想の子供数 ３人：約４０％、４人以上：約５％）  

夫婦が実際に持つつもりの子供数は、理想の子供の数を下回る。 

平均理想子供数 
 ２.４２ 人 

平均予定子供数 
２.０７ 人 ＞ 

※ 

資料：第14回出生動向基本調査(夫婦調査)/国立社会保障・人口問題研究所    ※平均予定子供数とは、夫婦が実際に持つつもりの子供の数をいう。 

理想の子供の数を持てない理由は、「子育て・教育にお金がかかりすぎること」が１位。 
特に、就学前教育段階、高等教育段階の費用が大きな負担と認識されている。 
また、妊娠・出産に積極的になる要素は、「将来の教育費に対する補助」が１位。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査」(2010) 出典：内閣府「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための指標調査報告書」
(H25) 

教育費負担に関する国民の意識調査結果 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 
   「第14回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査」（2010） 

◆理想の子供数を持たない理由 

（％） 

◆子育てにかかる経済的な負担として 
  大きいと思われるもの 

資料：内閣府「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための指標調査報告書」 
                               （平成25年） 

（％） 

◆妊娠・出産に積極的になる要素 

6 

（％） 

資料：内閣府平成26年度「結婚・家族形成に関する意識調査」 
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産業構造や社会システムの変化 



世界のGDPに占める日本の割合 

世界のGDPに占める日本の割合は低下傾向。一方、中国の伸びが著しい。 
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（資料）「GDPの国際比較」（内閣府） 
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世界のGDPに占める日本の割合 

世界のGDPに占める日本の割合について、2011年時点では6.7％だったが、 
   2030年には4.2％になるとの予測がある。 
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（資料）「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD） 
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名目GDPに占める産業別割合の推移 
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（資料）「国民経済計算確報」（内閣府） 

産業構造は製造業・建設業から情報通信業・サービス業へ緩やかにシフトしている。 
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2030年をターゲットにした社会実装年予測 

「ものづくり力」をベースとした一元的情報収集・分析による 
リーダーシップシナリオ：関連トピックの社会実装年予測 

クレジットカード会社や銀行のように個人の行動情報（センサ情
報、購買履歴など）を代理管理する業種が誕生し、一般的に利
用される 

研究成果の真正を証明するため、
研究により生じた全計測データ、全
画像データを記録・保存し、原デー
タを認証・保証するシステム 

群衆のウェアラブルデバイスによって取得した一人称視点映像群
から建物・人間・自動車などを認識し、事故・危険予測情報を装
着者に提供するシステム（大規模災害発生時の救助・避難支
援でも有効） 

健やかな高齢社会に向け、高齢者の趣味、健康状況、
医療データ、生活行動情報などがデータベースとして管理・
分析される 

ライフログデータや身体データを大量に蓄積し、個人の日常的な
データの記録・管理・検索・分析する技術（ナチュラルユーザイン
タフェースで利用できるウェアラブルな外部脳機能システムとして提
供される） 

店舗に設置された各種環境センサのデータが統計
処理された上で蓄積され、その8割以上がオープン
データとして公開される 

知識・情報・コンテンツの流通が行われるようになり、その価
値に対する適切な値付けが行われるとともに、得られる経
済価値や社会的名誉の再配分が行われる社会システム 

プライバシーと経済行為・保険等に対する新しい理解
を基に、新しい経済商品（保険商品も含む）が生ま
れ、それに関連した産業がGDPの20%に到達 

非定型・主観的・散逸的なビッグデータとシミュレーションを
連成させ、災害による被害の加速化を予測するシステム 

出荷量と消費量のモニタリン
グによる食品ロスの低減 

2020 2030 2025 

データの価値が視覚化され、市場
原理に基いて広く取引されるデータ
マーケットプレイス 

全国民の70％以上が自由
意思で登録する健康医療
データバンク（国民へ健康・
医療・介護サービスを効果
的・効率的に提供するため
の、登録した国民自身と許
可された保健・医療・介護
サービス提供者だけが参照
可能なデータバンク） ビッグデータを活用した、 

テーラーメード機能性食品 

（2030年をターゲット） 

＞科政局 
前回と同じ 

（出典）「第10回科学技術予測調査 国際的視点からのシナリオプランニング」 
     （科学技術・学術政策研究所） 
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2030年をターゲットにした社会実装年予測 

グローバル課題解決のための国際協調・協働シナリオ： 
関連トピックの社会実装年予測 

途上国で一般利用できる経済性
のある汚染水浄化・再利用技術 

温暖化と大気汚染等との組み合わせによる激甚気
象災害（異常気象）発生機構の解明 

トレードオフ、経済性等を考慮した温室
効果ガス排出削減対策と選択手法 

IT、衛星などを有効活用した効率
的な鉱山探査技術 

外来種の移動拡散を支配する因子と侵略リスクの解
析評価に基づく対策技術の確立 

森林に対する越境大気汚染等の
影響評価技術の確立 

大気大循環と海洋大循環を組み合わせ
た温暖化の定量的モデルの確立 

超高齢社会において高齢者が単独で安心してド
アからドアの移動ができる、地区から広域に至る
シームレスな交通システム 

農業データ（収量データ）と気象データとの整合
にもとづいた地域レベルの気候変動、季節予測シ
ミュレーションと連携した収量予測技術 

持続可能な水産業を確保する
漁獲高管理技術 

深海環境を再現し生物を大規模に飼
育する技術 

2025 2020 2030 2040 2035 

（2030年をターゲット） 

＞科政局 
前回と同じ 

（出典）「第10回科学技術予測調査 国際的視点からのシナリオプランニング」（科学技術・学術政策研究所） 
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2030年をターゲットにした社会実装年予測 

脳ビッグデータの活用等で我が国の活力を維持する自律シナリオ： 
関連トピックの社会実装年予測 

2025 2030 2020 

ライフスタイルビッグデータ活用による疾病予防法 

公共財としての医療・ゲノムデータベースの利活用に関わる基本
ガイドラインの確立 

個人ゲノム情報、臨床情報、生活行動情報、環境情報などの統合に
よる、個人単位での疾病発症・重症化予測、生活習慣改善介入、診
断や治療効果判定を可能にする情報システム 

脳機能を細胞レベルで非侵襲的に 
測定できるイメージング技術 

予防医療・先制医療に資する、動的ネットワークバイオマーカーを用いた
疾病発症・病態悪化の予兆検出 

ゲノム・診療情報、およびウェアラブルセンサーやスマートデバイスにより得
られる生体・行動情報を継続的に収集した健康医療データベース（大
規模コホート研究の推進に資する） 

精神・神経疾患に対する深部脳刺激療法、ニューロ
フィードバックなどの生理学的治療法 

うつ病の脳病態による亜型診断分
類に基づく、即効性で再発の 
ない新規抗うつ治療法 

脳画像診断法による、細胞レベルの脳
病態を反映する、精神疾患の生物学
的分類の構築 

加齢による身体機能低下・認知機能低下に対する、統合的オ
ミックス解析情報に基づく個別化予防プログラム 

脳とこころ 

健康・医療情報 

（2030年をターゲット） 

＞科政局 
前回と同じ 

（出典）「第10回科学技術予測調査 国際的視点からのシナリオプランニング」（科学技術・学術政策研究所） 



14 

2025年迄に実現が予測されている革新 

※中央教育審議会総会（第107回）（平成28年5月30日）参考資料１-１中根委員提出資料より抜粋 

改革室作成 
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2025年迄に実現が予測されている革新 

※中央教育審議会総会（第107回）（平成28年5月30日）参考資料１-１中根委員提出資料より抜粋 

改革室作成 
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新しいものの普及速度 

※中央教育審議会総会（第107回）（平成28年5月30日）参考資料１-１中根委員提出資料より抜粋 

改革室作成 
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マーケットの海外展開 

企業の海外売上高比率・生産比率は増加傾向、さらに海外生産を拡大する方針。 

＞高等局学生・留学生支援課 

前回と同じ 

出典：(株)国際協力銀行「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告 -2015年度 海外直接投資アンケート結果（第27回）-」 
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貿易相手の多様化 

＞高等局学生・留学生支援課 

前回と同じ 

日本の輸出入先が、欧米諸国が主体だった１０年前と比べて多様化。 

出典： 
財務省貿易統計 
をもとに文科省
作成 



2025 
770万人!? 

出典：1975-2012: OECD, “Education at a Glance 2015” Box C4.b 2025: IDP Education Australia Limited, 2003 “Global Student Mobility 
2025” 
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80万人 

1995 
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130万人 
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210万人 
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300万人 

2010 
410万人 

2011 
430万人 

2012 
450万人 
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世界全体の外国人学生数の長期的推移 

＞高等局学生・留学生支援課 
前回と同じ 
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出身国・地域別 

推移 
（人） 

（年） 

国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 

米 国 19,334 ( 19,568) △234 フランス 1,362 (  1,661) △299 

中 国 17,226 ( 21,126) △3,900 韓 国 1,154 (  1,107) 47 

台 湾 5,798 (  3,097) 2,701 カナダ 837 (  1,626) △789 

英 国 3,071 (  3,633) △562 ニュージーランド 729 (  1,052) △323 

オーストラリア 1,732 (  1,855) △123 その他 2,449 (  3,458) △1,009 

ドイツ 1,658 (  1,955) △297 合 計 55,350 ( 60,138) △4,788 

（出典）OECD「Education at a Glance」，ユネスコ統計局，IIE「Open Doors」，中国教育部，台湾教育部 

※OECD、ユネスコの統計については、今回から、各国より提出されるデータの多くが 

  「外国人学生数」（もともと当該国に居住していた学生を含む）ではなく、 

  「外国人留学生数」（勉学を目的として他の国に移り住んだ学生）となっており、 

  昨年の集計結果（60,138人）との比較を行うことができなくなっている。 

日本人の海外留学の状況 

日本人の海外留学者数は２００４年をピークに減少傾向。 

＞高等局学生・留学生支援課 

前回と同じ 
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（出典）文部科学省「海外の大学との大学間交流協定、海外における拠点に関する調査」 
            日本学生支援機構「協定等に基づく日本人学生留学状況調査」 

（協定数:件） 

震災のため 
調査せず 

調査中 

大学等が把握している日本人学生の留学状況 

大学間交流協定数の増加を受けて、日本人学生の海外留学者数も増加傾向。 

＞高等局学生・留学生支援課 
前回と同じ 
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外国人留学生数（高等教育機関・日本語教育機関） 

うち高等教育機関（大学・短期大学・高等専門学校等） 

うち日本語教育機関 

出身国・地域別 

推移 

（各年5月1日現在） 

国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 

中 国 94,111 ( 94,399) △288 タ イ 3,526 (   3,250) 276 

ベトナム 38,882 ( 26,439) 12,443 ミャンマー 2,755 (   1,935) 820 

ネパール 16,250 ( 10,448) 5,802 マレーシア 2,594 (   2,475) 119 

韓 国 15,279 ( 15,777) △498 米 国 2,423 (   2,152) 271 

台 湾 7,314 (   6,231) 1,083 その他 21,645 ( 17,861) 3,784 

インドネシア 3,600 (   3,188) 412 合 計 208,379 (184,155) 24,224 

※ 「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、 
  平成23年5月以降は日本語教育機関に在籍する留学生も含めて計上している。 

（人） 

（年度） 

2015年5月1日現在 

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」 

外国人留学生の受入れの現状 

＞高等局学生・留学生支援課 

前回と同じ 

日本の高等教育機関等で学ぶ外国人留学生数は全体として増加傾向。 
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○企業の研究者に占める博士号取得者の割合 ○米国の上場企業の管理職等の最終学歴 

○日本の企業役員等の最終学歴（従業員500人以上） 

１．７％ （１,８００人） 中卒・小卒 

２３．６％ （２４,９００人） 高卒 

７．４％ （７,８００人） 短大・高専、専門学校卒 

６１．４％ （６４,９００人） 大卒 

５．９％ （６,２００人） 大学院卒 

    出典：日本分：総務省「就業構造状況調査（平成１９年度）」 

        米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査（平成９年）」 

              （主査：小池和夫法政大学教授） 

４０．９％ ３８．０％ ３８．４％ うちMBA取得 

０．０％  ９．８％ ３．０％ 
四年制 
大卒未満 

５６．１％ ４３．５％ ３５．４％ 
四年制 
大学卒 

４３．９％ ４５．６％ ６１．６％ 大学院修了 

 ０．０％  ５．４％ １４．１％ うちPhD取得 

経理部長 営業部長 人事部長 

  企業の研究者に占める博士号取得者の割合についても、他国に比べ低い。 
  米国では多くの大学院修了者が管理職として活躍しているのに対し、日本の企業役員のうち大学院卒はわずか 
  ５．９％という現状。 

出典：日本は総務省統計局「平成25年科学技術研究統計」、 

    米国は”NSF, SESTAT”、 

    その他の国は”OECD Science, Technology, and R&D Statistics” 

    のデータを基に文部科学省作成 
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 各国企業における博士号取得者の状況 

＞高等局大学振興課 

追加しました 



米国における学位別フルタイム雇用者の平均年収（中央値） 
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（出典） 

Doctor: NCSES Survey of Doctorate Recipients 2010 

Master & Bachelor: NCSES National Survey of Recent College Graduates 2010 24 

アメリカでは、博士号取得者の平均年収は、修士号取得者に比べて、年間約4万ドルの差がある。 

＞高等局大学振興課 

追加しました 
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就業構造の変化 



産業別就業者構成割合の推移 

1995 2000 2005 2010

第１次、第２次産業の就業者割合は傾向的に縮小しており、就業構造のサービス化が進んでいる。 
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（資料）「国勢調査」（総務省統計局） 
※1995年、2000年及び2005年は、総務省統計局による抽出詳細集計に基づく推計、集計である。 
  1990年までとは産業の表章が異なっており、接合は行えない。 
※2010年は「労働者派遣事業所の派遣社員」を派遣先の産業に分類していることから、派遣元である「サービス業（他の分類されないもの）」に 
 分類している他の年との比較には注意を要する。 
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改革室作成 



職業別就業者構成割合の推移 

農林漁業作業者が減少する中で、専門的・技術的職業、事務従事者、サービス職業従事者等の割合が高まって 
いる。生産工程・労務作業者の割合は低下傾向にあり、職業別にみても就業構造のサービス化が進んでいる。 
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（資料）「国勢調査」（総務省統計局） 
※1995年、2000年及び2005年は、総務省統計局による抽出詳細集計に基づく推計、集計である。 
  1990年までとは産業の表章が異なっており、接合は行えない。 
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運搬・清掃・包装等 
従事者 

その他 

生
産
工
程
・労
務
作
業
者 

運
輸
・
通
信
従
事
者 
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2011 

※D.I.とは、「不足」－「過剰」である。 
  日本標準職業分類の統計基準設定(2009年12月)にともない、2011年２月調査から職種の見直しを行ったため、2011年２月調査より 
  ｢輸送・機械運転」を新設し、｢運輸・通信」は廃止した。また、「事務」、「技能工」、「単純工」については、内容の変更をおこなったため、 
  旧分類とは接続しない。 
（資料）「労働経済動向調査」（厚生労働省） 

職業別労働者の過不足状況判断（D.I）の推移 

28 

企業の雇用の過不足感は、リーマンショック後の2009年以降、雇用の過剰感の解消が進み、人員の不足感が 
拡大する傾向にある。特に専門・技術職が不足傾向。 

（不
足
） 

（過
剰
） 

2005-2010 

改革室作成 

2011-2016 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 

（％） 

2012 2013 2014 2015 2016 



労働生産性の水準の国際比較 

29 

わが国の労働生産性を欧米諸国と比較すると、上昇率は遜色ないが、水準は低くなっている。 

マンアワーベースの労働生産性水準の国際比較（2014年） 

マンアワーベースの労働生産性の上昇率と水準の推移 

（出典）「平成27年度労働経済の分析－労働生産性と雇用・労働問題への対応－」（厚生労働省） 

改革室作成 



労働力率と潜在的労働力率 
（2015年） 

女性の就業 

30 

第１子出生年別にみた第１子出産前後の 
女性の就業経歴 

5.7 8.1 11.2 14.8 17.1 

18.3 16.3 13.0  
11.9 9.7 

37.4 37.7 39.3 
40.6 43.9 

35.5 34.6 32.8 28.5 24.1 

3.1 3.4 3.8 4.1 5.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-09

不詳 妊娠前から無職 

出産退職 就業継続（育休なし） 

就業継続（育休利用） 

（資料）「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」（国立社会保障・人口問題研究所） 

出産後 
継続就業率 
26.8％ 

出産前有職 
70.7％ 

日本では、出産・育児を機に労働市場から退出する女性が多い。 
特に子育て期の女性において、実際の労働力率と潜在的な労働力率の差が大きい。 
女性の出産後の継続就業は依然として困難。 

＞生・男女課 
前回と同じ 
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労働力率 潜在的労働力率 

  

就業希望者：301万

※潜在的労働力率は、 
  （「労働力人口」＋「就業希望者」）／「15歳以上人口」×100 
（資料）「労働力調査（詳細集計）」（平成27年）（総務省） 



高齢者の就業 
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65歳以上の雇用者は増加しており、定年到達者の8割以上が継続雇用されている。 

雇用者数の推移（全産業） 

0

100

200

300

400

500

600

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

60～64歳 

65歳以上 

平成 年 

（資料）「労働力調査」（総務省） 
※平成23年は、岩手県、宮城県及び福島県を除く44都道府県の集計結果 

６０歳定年企業における 
定年到達者等の状況 

81.4 

18.3 
0.3 

継続雇用された者 

継続雇用を希望しなかった者 

継続雇用を希望したが継続雇用されなかった者 

％ 

％ 

％ 

（資料）厚生労働省「平成26年「高年齢者の雇用状況」集計結果」 
※常時雇用する労働者が31人以上の60歳定年企業のうち、 
  過去1年間（平成25年6月1日から平成26年5月31日）における 
   定年到達者を集計。 

＞生・社会教育課 
前回と同じ 



人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口の割合 

10～20年後に、日本の労働人口の約49％が、技術的には人工知能やロボット等により 
代替できるようになる可能性が高いとの推計結果が出ている。 

人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口の割合（日本、英国、米国の比較） 

（資料）2015年12月2日株式会社野村総合研究所News Release 

※日本データは、株式会社野村総合研究所と英オックスフォード大学のマイケル A. オズボーン准教授及び 
  カール・ベネディクト・フレイ博士との共同研究（2015年） 
   米国データは、オズボーン准教授とフレイ博士の共著”The Future of  Employment”（2013年） 
  英国データは、オズボーン准教授、フレイ博士、デロイトトーマツコンサルティング社による報告結果（2014年） 
  から採っている。 

※日本データは国内601種類の職業について、それぞれ人工知能やロボット等で代替される確率を試算。 
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人工知能やロボット等による代替可能性が高い100種の職業 

※50音順、並びは代替可能性確率とは無関係 
  職業名は、労働政策研究・研修機構「職務構造に関する研究」に対応 

IC生産オペレーター 
一般事務員 
鋳物工 
医療事務員 
受付係 
AV・通信機器組立・修理工 
駅務員 
NC研削盤工 
NC旋盤工 
会計監査係員 
加工紙製造工 
貸付係事務員 
学校事務員 
カメラ組立工 
機械木工 
寄宿舎・寮・マンション管理人 
CADオペレーター 
給食調理人 
教育・研修事務員 
行政事務員（国） 
行政事務員（県市町村） 
銀行窓口係 
金属加工・金属製品検査工 
金属研磨工 
金属材料製造検査工 
金属熱処理工 
金属プレス工 
クリーニング取次店員 
計器組立工 
警備員 
経理事務員 

検収・検品係員 
検針員 
建設作業員 
ゴム製品成形工（タイヤ成形を除く） 
こん包工 
サッシ工 
産業廃棄物収集運搬作業員 
紙器製造工 
自動車組立工 
自動車塗装工 
出荷・発送係員 
じんかい収集作業員 
人事係事務員 
新聞配達員 
診療情報管理士 
水産ねり製品製造工 
スーパー店員 
生産現場事務員 
製パン工 
製粉工 
製本作業員 
清涼飲料ルートセールス員 
石油精製オペレーター 
セメント生産オペレーター 
繊維製品検査工 
倉庫作業員 
惣菜製造工 
測量士 
宝くじ販売人 
タクシー運転者 
宅配便配達員 

鍛造工 
駐車場管理人 
通関士 
通信販売受付事務員 
積卸作業員 
データ入力係 
電気通信技術者 
電算写植オペレーター 
電子計算機保守員（IT保守員） 
電子部品製造工 
電車運転士 
道路パトロール隊員 
日用品修理ショップ店員 
バイク便配達員 
発電員 
非破壊検査員 
ビル施設管理技術者 
ビル清掃員 
物品購買事務員 
プラスチック製品成形工 
プロセス製版オペレーター 
ボイラーオペレーター 
貿易事務員 
包装作業員 
保管・管理係員 
保険事務員 
ホテル客室係 
マシニングセンター・オペレーター 
ミシン縫製工 
めっき工 
めん類製造工 

郵便外務員 
郵便事務員 
有料道路料金収受員 
レジ係 
列車清掃員 
レンタカー営業所員 
路線バス運転者 
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（資料）2015年12月2日株式会社野村総合研究所News Release 
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人工知能やロボット等による代替可能性が低い100種の職業 

※50音順、並びは代替可能性確率とは無関係 
  職業名は、労働政策研究・研修機構「職務構造に関する研究」に対応 

アートディレクター 
アウトドアインストラクター 
アナウンサー 
アロマセラピスト 
犬訓練士 
医療ソーシャルワーカー 
インテリアコーディネーター 
インテリアデザイナー 
映画カメラマン 
映画監督 
エコノミスト 
音楽教室講師 
学芸員 
学校カウンセラー 
観光バスガイド 
教育カウンセラー 
クラシック演奏家 
グラフィックデザイナー 
ケアマネージャー 
経営コンサルタント 
芸能マネージャー 
ゲームクリエーター 
外科医 
言語聴覚士 
工業デザイナー 
広告ディレクター 
国際協力専門家 
コピーライター 
作業療法士 
作詞家 
作曲家 

雑誌編集者 
産業カウンセラー 
産婦人科医 
歯科医師 
児童厚生員 
シナリオライター 
社会学研究者 
社会教育主事 
社会福祉施設介護職員 
社会福祉施設指導員 
獣医師 
柔道整復師 
ジュエリーデザイナー 
小学校教員 
商業カメラマン 
小児科医 
商品開発部員 
助産師 
心理学研究者 
人類学者 
スタイリスト 
スポーツインストラクター 
スポーツライター 
声楽家 
精神科医 
ソムリエ 
大学・短期大学教員 
中学校教員 
中小企業診断士 
ツアーコンダクター 
ディスクジョッキー 

ディスプレイデザイナー 
デスク 
テレビカメラマン 
テレビタレント 
図書編集者 
内科医 
日本語教師 
ネイル・アーティスト 
バーテンダー 
俳優 
はり師・きゅう師 
美容師 
評論家 
ファッションデザイナー 
フードコーディネーター 
舞台演出家 
舞台美術家 
フラワーデザイナー 
フリーライター 
プロデューサー 
ペンション経営者 
保育士 
放送記者 
放送ディレクター 
報道カメラマン 
法務教官 
マーケティング・リサーチャー 
マンガ家 
ミュージシャン 
メイクアップアーティスト 
盲・ろう・養護学校教員 

幼稚園教員 
理学療法士 
料理研究家 
旅行会社カウンター係 
レコードプロデューサー 
レストラン支配人 
録音エンジニア 
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（資料）2015年12月2日株式会社野村総合研究所News Release 
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